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Ⅰ 論文要旨
堀江優子
Ⅰ．要 旨
FASB（米国財務会計基準審議会）が SFAC（財務会計
概念書）において，いわゆる「資産負債アプローチ」の立
場をとる方向を明らかにしてから，様々な基準が作られ，
その会計処理が資産負債アプローチを根拠に説明されるよ
うになって久しい。周知のとおり，今日，米国基準や国際
会計基準のみならず，日本のいわゆる新会計基準も資産負
債プローチを基調にして作成されてきている。そしてそれ
と同時に，いわゆる取得原価主義会計の計算体系から，公
正価値会計へと歩みを進めてきているともいわれている。
これは，資産負債アプローチが，公正価値会計と結び付く
がゆえに，会計制度をその方向へ導いているのだろうか。
そもそも資産負債アプローチとは何であるか，というこ
とを探ると，「資産負債アプローチ」（asset and liability
view）という概念が初めて登場したのは，1976年に FASB
から公表された討議資料に遡る。一般的に，資産負債アプ
ローチの定義を引用する場合には，この FASB1976年討議
資料が用いられている。そこで，この討議資料（1976）を
眺めてみると，今日の，いわゆる純利益概念と結び付けて
考えられている収益費用アプローチと，それに対していわ
ゆる包括利益概念と結び付けて考えられている資産負債ア
プローチは，FASBが当初想定していたものとは，いささ
か異なっているのではないだろうかと考えられる。
資産負債アプローチと収益費用アプローチは本来，どち
らのアプローチが財務諸表の構成要素を決定するための根
拠として有用であるかを検討するに際して提示された概念
であり，二者択一の関係にある。ところが，最近の会計基
準は，資産負債アプローチを採用していると当然のように
いわれることが多い。その一方で，「一般にいわれる資産
負債アプローチや収益費用アプローチのどちらか 1つの立
場に立脚するのではなく，あくまでも財務報告の目的達成
に主眼を置いて両方のアプローチを併存させるハイブリッ
ドな構造が採用されている。」といった指摘もなされてい
る。このように最近の会計基準は，両者の折衷的なアプ
ローチによるものとして理解する向きも少なくないように
思われる。
このような折衷的な理解の背景には，資産負債アプロー
チと収益費用アプローチは対極にあるものだという認識が
暗黙のうちにもたれているように思われる。しかし，
FASBが概念フレームワーク・プロジェクトの一環として
検討した資産負債アプローチと収益費用アプローチは，そ
れぞれ独立した計算構造として成り立つものであることを
前提としており，両者による事象の認識は大きく重なり合
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うものであると考えられていた（para．46）。そして特定の
測定属性と自動的に結び付けられるものではない（para．
47）ともされていた。
FASB討議資料（1976）の公表から現在に至るまでの，
30余年の間に「資産負債アプローチ」の概念は，当初想
定されていたものからは，その内容が変質していったもの
と考えられる。いったい「資産負債アプローチ」の概念の
何がどのように変わったのであろうか。
本論文は，このような問題意識から，次の 4つの課題へ
の取り組みを行った。
① 当初想定されていた資産負債アプローチの概念は変容
しているということを証明する。そのために，当初の
理論的立場を明らかにする。
② 資産負債アプローチの概念がどのように変容したのか
を明らかにする。
③ 資産負債アプローチの概念が変容していった過程を踏
まえて，資産負債アプローチを採用した諸外国の概念
フレームワークと FASBのそれを比較することで，資
産負債アプローチの概念の捉え方の相違を明らかにす
る。
④ 資産負債アプローチの概念に影響したと考えられる諸
アプローチと FASBの資産負債アプローチの比較を行
う。
本論文における最大の目的は，「資産負債アプローチ」
の概念の何がどのように変わったのかという点を明らかに
することである。
Ⅰ― 1．課題①
課題①「当初想定されていた資産負債アプローチの理論
的立場を明らかにすること」を目指して，第 1章におい
て，まず，討議資料（1976）を中心とした歴史的経緯を確
認し，討議資料（1976）の位置づけを明らかにした。次
に，討議資料（1976）で提唱された財務会計および財務諸
表に関する 3つのアプローチ，すなわち，①資産負債アプ
ローチ，②収益費用アプローチ，③非連携アプローチの考
え方を連携の概念と関連させて整理した。そして，収益費
用アプローチとの相違に着目することで，討議資料
（1976）において想定されていた資産負債アプローチの概
念について検討を行った。
討議資料（1976）において想定されていた資産負債アプ
ローチは，財務諸表の連携（損益計算書における利益と貸
借対照表における利益とが一致すること）したがって複式
簿記を前提として，発生主義会計を排除しない利益測定ア
プローチである。そして特定の測定属性と自動的に結び付
けられるものではないため，測定属性としては原価も公正
価値も選択しうる（このことを本論文では「測定属性中立
性」の前提とよんだ）。よって，測定属性として原価を選
択した場合には，結果として実現主義・対応概念・配分概
念が適用され得ることになる。要するに，資産負債アプ
ローチと収益費用アプローチはそれぞれが独立して成り立
つものであり，実際には認識・測定プロセスにおいて大き
く重なり合うものである（このことを本論文では「相互独
立性」の前提とよんだ）。そのため，両者の併存は討議資
料（1976）では想定されていないと考えてよいだろう。
以上のような前提において，具体的に資産負債アプロー
チは，富の増加の測定を目的とし，資産・負債を概念的優
位性をもったキー概念として財務諸表の構成要素を定義す
る。そして利益を正味資産の変動額として測定するアプ
ローチである。一方の収益費用アプローチは，業績の測定
を目的とし，収益・費用をキー概念として財務諸表の構成
要素を定義する。そして利益を収益と費用の差額として測
定するアプローチである。
同じ発生主義会計による複式簿記を基礎としている以
上，両アプローチの認識・測定プロセスは大きく重なり合
い，同じプロセスとなることは少なくないはずである。そ
して，重なり合っている部分に関しては，単に同じ会計処
理を異なる視点から説明しているにすぎない。両アプロー
チの違いは，その目的観や利益観の相違に基づいて生じる
個別の項目に現われるのであり，つまりは，対象とする財
務諸表項目の範囲の違いである。しかし，討議資料
（1976）の段階において範囲の相違が生じる部分，すなわ
ち具体的相違項目は多くないと考えられていた（①所得税
の複数年度への配分にかかわる繰延処理から生じる繰延費
用および繰延収益，②繰延外貨換算損失，③自家保険のた
めの引当金の 3項目）。
また，前提とされる複式簿記との関係でいえば，収益費
用アプローチでは，企業の経済的資源ならびに他の実体に
資源を引渡す企業の責務を表わさない資産・負債を生みだ
すとはいえ，複式簿記は収益・費用の適切な対応を通じて
営利企業の複雑な経営活動を記録する十分な柔軟性を備え
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ていると主張する。しかし，その柔軟さゆえに，収益費用
アプローチによった場合，期間損益の歪みを回避できるか
否かという，個人的な判断によって財務諸表項目の範囲が
変わる可能性がある。
これに対して，資産負債アプローチでは，複式簿記はこ
の点であまりにも柔軟すぎるため，その適用は企業の資
源・義務およびそれらの属性の変化に関する会計処理に限
定される必要があるとし，明確な線引きをするのである。
つまり，資産負債アプローチでは，資産・負債は企業に実
在する経済的資源・義務に限定され，その結果として，利
益に含めることができるものについて制限をかけることと
なるのである。
討議資料（1976）において想定されていた資産負債アプ
ローチの概念の理論的立場を検討することで，それは今日
の両者の折衷的なアプローチとして捉える考え方とは明ら
かに異なるということがいえるだろう。今日の概念フレー
ムワークを両者の折衷的なアプローチによるものとして理
解する向きは，発生主義会計を前提とした場合の資産負債
アプローチが，従来の収益費用アプローチによる認識・測
定プロセスと結果的に多くの部分で重なり合うことになる
ため，そのことが一見して両者が併存しているように思わ
せるのかもしれない。
討議資料（1976）における文言に忠実に解釈すれば，以
上のように結論づけることができる。しかしながら，
FASBの概念フレームワーク・プロジェクトの具体化の過
程で，SFACは当初の理論的立場を後退させ，妥協的な性
格を強めていったといわれることがある。それでは，両ア
プローチの「相互独立性」と「測定属性中立性」という理
論的立場は，概念フレームワーク（SFAC）として具体化
する過程でどのような変容をとげたのであろうか。この点
についてが課題②の検討内容である。
Ⅰ― 2．課題②
第 2章では，両アプローチの「相互独立性」および「測
定属性中立性」といった当初の理論的立場は，概念フレー
ムワークとして具体化する過程でどのような変容をとげた
のであろうかという点，すなわち課題②を明らかにするた
めに，特に資産負債プローチに重点を置いて検討を行っ
た。
まず，議論の出発点として，FASBの討議資料（1976）
において想定されていた「資産負債アプローチ」とは，ど
のような概念であるのかという点をあらためて確認した。
繰り返しになるが，討議資料（1976）において想定されて
いた資産負債アプローチは，財務諸表の連携および，発生
主義会計による複式簿記を前提とした利益測定アプローチ
であり，特定の測定属性と自動的に結び付けられるもので
はないという「測定属性中立性」，それ単独で完結した計
算体系であるという「相互独立性」という理論的立場を
とっていた。
討議資料（1976）の段階における FASBの関心は，循環
論的になることを防ぐために，核となる概念（キー概念）
を定めて定義し，それをもとに他の諸概念を定義すること
にあった。資産負債アプローチは，資産および負債を企業
に実在する経済的資源および義務に限定することで，利益
およびその構成要素となるのは企業の富を増加または減少
させる項目のみとなり，期間損益の測定に恣意性の介入す
る余地を少なくする狙いがあったと考えられる。
次に，討議資料に対して寄せられたコメントレター，お
よびそれらをもとに開かれた公聴会における意見の分析を
行った。寄せられたコメントレターは FASBの予想からは
大きく外れ，圧倒的多数が収益費用アプローチを支持する
というものであった。さらに FASBが想定していた議論の
焦点から外れ，いずれの財務諸表がより有用か，あるい
は，いずれの測定基礎がいずれの利益測定アプローチとよ
り調和しているか，といった本質的に的外れな議論に焦点
が移ってしまった。そして，資産負債アプローチが，損益
計算書よりも貸借対照表を重視することで，純利益および
損益計算書の重要性を低下させることになるといったよう
な，資産・負債をキー概念としたことに関する誤解を反映
した見方がされるようになったのである。
そして以上のような影響を受け，概念フレームワーク
（SFAC）として具体化される過程において資産負債アプ
ローチの概念がどのように変わっていったのかという点を
検討した。FASBは討議資料（1976）に対するコメントレ
ターの大半が，収益費用アプローチを支持したにも関わら
ず，SFACとしての具体化の過程において，資産負債アプ
ローチを採用する旨の明記がなされたわけではないが，収
益費用アプローチから，資産負債アプローチへのシフトを
はかった。しかしそれは，討議資料（1976）において当初
想定されていた資産負債アプローチとは，いささか異なっ
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た概念へと変容していった。FASBの一連の概念フレーム
ワークの公表において一区切りとなる SFAC6号公表まで
の段階においては，「測定属性中立性」は維持されている
ものの，「相互独立性」という立場は後退している。つま
り，SFAC5号において基本的には資産負債アプローチに
よって，資産と負債を最も根本的な構成要素として他の構
成要素を定義しつつも，収益費用アプローチの考え方であ
る「業績」を表す利益 earningsを報告することを求めて
いることは，二者択一の関係である両アプローチが，資産
負債アプローチの中に収益費用アプローチが「混在」した
状態となっているものと考えられる。
また，SFAC6号までが，会計全般にかかわる基礎的な
概念を扱っていたのに対し，その後間を開けて公表された
SFAC7号が取り扱うのは，測定属性のうちの 1つである
現在価値である。これは，他の目的，質的特徴，認識と測
定，構成要素といったテーマとは，明らかに異質である。
SFAC7号の公表の段階においては，SFAC6号までの段階
では維持されていた「測定属性中立性」という当初の理論
的立場までもが後退してしまったのだとみることができる
だろう。
以上のように，資産負債アプローチの当初の理論的立場
である「相互独立性」と「測定属性中立性」の前提が，
FASB概念フレームワークの具体化の過程で徐々に後退し
ていったということを明らかにした。これが課題②への結
論となる。
Ⅰ― 3．課題③
課題①および②は，FASBにおける資産負債アプローチ
の概念の変遷を追ったものである。FASBの概念フレーム
ワークの公表を受けて，各国機関においても概念フレーム
ワークの作成が行われることとなった。それらの概念フ
レームワークは FASBの概念フレームワーク・プロジェク
トの議論の過程が参考にされたことが容易に想像できる。
そしてそれらは一般的に，FASB同様に資産負債アプロー
チを採用していると評されている。しかし，各国機関の概
念フレームワークにおいても文言上「資産負債アプロー
チ」が登場することはない。そこでいう「資産負債アプ
ローチ」の概念は，FASBの概念フレームワークとはたし
て同じなのであろうか。
そこで，FASBの資産負債アプローチの概念が変容して
いった過程を踏まえたうえで，資産負債アプローチを採用
した諸外国の概念フレームワークと FASBのそれを比較す
ることで，資産負債アプローチの概念の相違を明らかにす
るという，課題③への取り組みを行った。ここでは，
IASC概念フレームワーク，ASB概念フレームワーク，
ASBJ概念フレームワークを時系列に従って検討してい
る。
（1）IASC概念フレームワーク
第一に，第 3章において，まず，IASC概念フレーム
ワーク作成までの経緯を確認し，IASC概念フレームワー
クの概要を述べた。そして，FASBにおける資産負債アプ
ローチの特徴である「相互独立性」と「測定属性中立性」
という 2つの前提を視点として，FASB概念フレームワー
クにおける資産負債アプローチの概念と，IASC概念フ
レームワークにおけるところの資産負債アプローチの概念
の関係を分析した。
SFAC6号までの段階における FASBの資産負債アプロー
チの概念と，IASCの資産負債アプローチの概念を比較し
た結果，いずれも，「測定属性中立性」は維持されている
が，「相互独立性」は後退している点では共通していた。
両者の違いは利益の定義に表われていることがわかった。
この違いは，資産・負債のキー概念から間接的に導かれる
利益が，業績の測定値であると捉えるか否かの違いである
と考えられる。
（2）ASB概念フレームワーク
第二に，第 4章において，まず，ASB概念フレームワー
ク（SPFR）作成までの経緯を確認し，SPFRの概要を述
べた。そして，FASBにおける資産負債アプローチの特徴
である「相互独立性」と「測定属性中立性」という 2つの
前提を視点として，FASB概念フレームワークにおける資
産負債アプローチの概念と，SPFRにおけるところの資産
負債アプローチの概念の関係を分析した。
SFAC6号までの段階における FASBの資産負債アプロー
チの概念と，ASB概念フレームワークの資産負債アプ
ローチの概念を比較した結果，いずれも資産・負債をキー
概念として財務諸表の構成要素の定義を行っていた。しか
し，FASBが概念フレームワークの具体化の過程で後退さ
せた「相互独立性」の前提を，ASB概念フレームワーク
においては堅持する姿勢がみられた。また，「測定属性中
立性」の前提に関しては，FASBも ASBもいずれも維持
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しているが，ASB概念フレームワークにおいては混合測
定システムを採用することが明示されており，このこと
は，「測定属性中立性」の前提の明確化と捉えられるだろ
う。つまり，ASB概念フレームワークにおける資産負債
アプローチの概念は，FASBの当初の理論的立場にもっと
も近いものであるといってよいだろう。
（3）ASBJ概念フレームワーク
そして第三に，第 5章において，ASBJ概念フレーム
ワークの作成までの経緯を確認し，ASBJ概念フレーム
ワークの特徴に着目しつつ，そこでの資産負債アプローチ
の位置づけについて，FASBの資産負債アプローチの概念
との比較を行った。
ASBJ概念フレームワークは，その構成は諸外国の概念
フレームワークと類似しているものの，その内容について
は独自の特徴がみられる。そのため，ASBJの概念フレー
ムワークにおける資産負債アプローチの概念も，諸外国と
比較して大きな違いがみられた。それは，FASBおよび
IASC，ASBではいずれも資産・負債をキー概念として，
その他の財務諸表の構成要素を定義するという基本姿勢で
あったが，ASBJはこのキー概念を定めること，つまり概
念的優位性をもつ概念として資産・負債を定義することを
否定するという点に相違が現われている。キー概念の存在
を否定する結果，包括利益は資産・負債から定義され，純
利益は収益・費用から定義されることとなり，「相互独立
性」はまったく前提とされていないことがわかる。
他方，「測定属性中立性」の前提に関しては，複数の測
定属性を並列的に列挙する形式をとり，特定の測定属性に
限定することはしていない。そのため「測定属性中立性」
は維持されているものと考えられる。この点，ASBJ概念
フレームワークの公表年は，すでに SFAC7号が公表され
た後となっている。FASBは SFAC6号までが，会計全般
にかかわる基礎的なフレームワークを扱っていたのに対
し，SFAC7号が取り扱うのは，測定属性のうちの 1つで
ある現在価値であり，これは，他の目的，質的特徴，認識
と測定，構成要素といったテーマとは，明らかに異質であ
る。SFAC7号の公表の段階においては，SFAC6号までの
段階では維持されていた「測定属性中立性」という当初の
理論的立場までもが後退してしまったと評価できる。しか
し ASBJ概念フレームワークにおいては，FASBのこのよ
うな流れの影響は受けていないことがわかる。
FASBにおける資産負債アプローチの概念も，SFAC7号
の公表によってさらに「測定属性中立性」という理論的立
場も後退し，概念的優位性をもった資産・負債というキー
概念によって構成要素を定義するアプローチといったよう
な，やや形式的なものに変容している。しかし，日本にお
ける資産負債アプローチの概念に対する見方は，FASBに
よるものよりもさらに一歩，より形式的なものとしてみて
いるように思われる。すなわち，日本においては，資産・
負債の概念的優位性も認めていないのである。そして単
に，資産負債アプローチを資産・負債から先に定義を行う
というように，定義の順番を決める形式といったレベルで
捉えているように考えられる。そのように考えなければ，
日本の概念フレームワークが資産負債アプローチを採用し
たとは見ることができないからである。換言すれば，日本
においては資産負債アプローチを，計算体系も含んだ会計
全体に対する利益測定アプローチであるとは捉えていない
ものと考えられる。
それでは，なぜわが国においては資産負債アプローチの
概念に対する見方が，他国と比べてより形式的なものと
なっているのだろうか。
この点，わが国において現在の会計は，貸借対照表は財
産法により，損益計算書は損益法により計算し，損益の二
元的算定が行われていると説明されることがある。資産負
債アプローチと収益費用アプローチという 2つの対立項
と，財産法と損益法の対立概念とは一見似ているように思
われるが，資産負債アプローチと収益費用アプローチにつ
いて，財産法と損益法と同じように折衷的な説明が可能な
のであろうか。この観点から，資産負債アプローチ・収益
費用アプローチと財産法・損益法の関係を検討した。
この点について，財産法および損益法の概念が根付いて
いるわが国においては，資産負債アプローチを形式的なも
のと捉え，資産負債アプローチと収益費用アプローチの折
衷的なアプローチとしてみる見方には，その財産法・損益
法の概念の影響があるのではないかと考えられる。財産法
は，独立の計算体系としては成り立たないものであるのに
対し，「資産負債アプローチ」は，独立の完結した計算体
系として成り立つものである。ここが両者の大きな違いで
ある。しかし，財産法と資産負債アプローチは，非常に近
い思考であるがゆえに，財産法・損益法の概念が根付いて
いるわが国においては，その考え方に影響されて，資産負
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債アプローチおよび収益費用アプローチに対する理解が歪
められているのではないだろうか。
以上のように，課題③へのアプローチは，一貫して「相
互独立性」と「測定属性中立性」という当初の理論的立場
を軸に比較した。特に，「相互独立性」の判断基準は（a）
キー概念の概念的優位性を保っているか否か，（b）利益
が正味資産の差額として定義されているか否か，という 2
つの観点から分析している。これらの分析結果を表で示す
と次の表のようになる。（最終頁に添付）
Ⅰ― 4．課題④
最後に，課題④への取り組みとして，資産負債アプロー
チと，その概念に影響したと考えられる諸アプローチとの
比較を行った。この取り組みによって，全体の分析に規範
論―実在論の視点を加えることになる。
課題③までは本論文の起点である FASB1976年討議資料
から時系列に従って検討を行った。第 6章では，時代を
遡って，討議資料（1976）より以前の諸学説における，資
産負債アプローチと類似する概念の検討を行った。それら
の諸学説は，FASBによる「資産負債アプローチ」概念の
提起に何らかの影響を与えたものと考えられるからであ
る。
ここでは，いずれも正味資産の変動額をもって利益測定
を行うとする類似した意義をもつ，3つの会計観，資産負
債アプローチ，持分変動アプローチ，資本維持アプローチ
を比較検討した。Alexanderによる持分変動アプローチ
は，経済学者の立場による理論であり，単純に比較するこ
とは難しいが，あるべき利益測定アプローチを提起した規
範論的理論である。この点は，討議資料（1976）の資産負
債アプローチに通ずるところがある。また，今日の FASB
のような（全面）公正価値会計と結び付きつつある，とも
すれば行き過ぎともいえる資産負債アプローチは，Alex-
anderによる持分変動アプローチのような経済学的な利益
測定アプローチへの過度な傾斜といえるかもしれない。
また一方で，FASBにおける概念フレームワークの形成
過程における当初の理論からの後退や，わが国における，
資産負債アプローチと収益費用アプローチの折衷的なアプ
ローチとして概念フレームワークを理解する見方は，
Hendriksenによる，取引アプローチと資本維持アプロー
チとを組み合わせとして現実の会計慣行を説明する実在論
的理論に近づいた感がある。
本論文における最終的な結論として，「資産負債アプ
ローチ」の概念の何がどのように変わったのかという点を
簡潔に述べると，以下のように要約できる。
すなわち，「相互独立性」と「測定属性中立性」という
前提にたち，キー概念たる資産・負債によって財務諸表の
構成要素を定義するという，規範論的理論の資産負債アプ
ローチが，「相互独立性」と「測定属性中立性」の理論的
立場を後退させ，実在論的理論としての資産負債アプロー
チに変容したと考えられるのである。
Ⅱ．今後の展望
「資産負債アプローチ」は，討議資料（1976）において
定義されて以来，その内容が変質していったことは明らか
であり，本論文において何がどのように変容したのかとい
うことを検討したところである。しかし公式文書において
「資産負債アプローチ」概念の定義について再検討がなさ
れることはなかった。登場から 30年以上経った今，また
当初の理論的立場への揺り戻しの動きもあるようである。
2010年 AAA年次大会における財務会計基準委員会のパ
ネルセッションで，パネラーとして FASBボードメンバー
の T． Linsmeierが報告を行った。その中で，資産負債
アプローチに対する 3つの誤解があるとして，以下の点を
挙げた。
①資産負債アプローチにおいては「対応（matching）」
概念が否定されるという誤解
②資産負債アプローチにおいては，貸借対照表だけが重
視されるという誤解（損益計算書も同様に意味があ
る。両者のバランスが重要である。）
③資産負債アプローチにおいては，公正価値による測定
に重きが置かれるという誤解
これらの指摘は，FASB討議資料（1976）においてなさ
れていたものと同じである。規範論的理論として形成され
た，「相互独立性」と「測定属性中立性」という前提を
もった当初の理論的立場による資産負債アプローチの概念
が，議論の過程で現実的な実在論的理論へと変容していっ
た結果，また再び当初の規範的な理論的立場へと回帰しよ
うとする流れが起こってきたものと思われる。
利益測定アプローチは，財務会計の概念フレームワーク
を支える，最も根本的な概念である。改めて「資産負債ア
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プローチ」の概念について議論をし，コンセンサスを求め
るべき時期にきているのかもしれない。当初の規範論的資
産負債アプローチの概念が，実務界からの大きな反対にあ
い受け入れられなかったのは，上で指摘されるような資産
負債アプローチに対する誤解を解消することができるよう
な説明をなすことができなかったからであると思われる。
その要因は単純ではないと思われるが，資産負債アプロー
チによる計算構造の説明がなかったことも，その一端であ
ると考えられる。当初の規範論的資産負債アプローチを，
計算構造も含めて検討していくことが必要なのではないだ
ろうか。
Ⅱ 審査報告
主査 安藤 英義
副査 菱山 淳
副査 国田 清志
Ⅰ．論文の概要
Ⅰ― 1．著者の関心と課題設定
FASB（米国財務会計基準審議会）の SFAC（財務会計
概念書）以来，IASC（国際会計基準委員会）およびイギ
リス等の概念フレームワークにおいて（収益費用アプロー
チに対する）資産負債アプローチが採られているといわれ
ている。「資産負債アプローチ」（asset and liability view）
という概念は 1976年に FASBから公表された討議資料に
おいて初めて登場し，今日まで資産負債アプローチの定義
は，一般的にこの 1976年討議資料のそれによっている。
この討議資料（1976）をよく読むと，今日いわゆる包括
利益概念と結び付いて考えられている資産負債アプローチ
は，FASBで当初想定されていたものとは異なってきてい
るのではないかという疑問が湧く。ここに，著者の関心の
基点がある。
討議資料（1976）において資産負債アプローチと収益費
用アプローチの概念は，財務諸表の構成要素を定義するに
あたりどちらを採るべきかとして提示されたものであり，
二者択一の関係にある。すなわち，この二つのアプローチ
は，それぞれ独立した計算構造として成り立つものである
ことを前提としており，両者による事象の認識は大きく重
なり合うものであると考えられていた。加えて，両アプ
ローチは，原価か時価かといった特定の測定属性と自動的
に結び付くものではないとされていた。著者は，これらの
特徴の前者を「相互独立性」，後者を「測定属性中立性」
という。
ところが最近では，日本の概念フレームワークのよう
に，両アプローチの折衷（相互併存）が見られる。FASB
討議資料（1976）の公表から現在に至るまで 30余年の間
に，「資産負債アプローチ」の概念は，当初想定されてい
たものから，その内容が変質していったものと考えられ
る。
本論文は，このような問題意識から，以下の 4つの課題
を設定している。
① 討議資料において当初想定されていた資産負債アプ
ローチの概念の理論的立場を明らかにする。
② FASBの概念フレームワークにおける資産負債アプ
ローチの概念の変容を明らかにする。
【各概念フレームワークにおける資産負債アプローチの概念 ―相互独立性，測定属性中立性の観点からの比較―】
FASB
討議資料（1976）
FASB（1985）
SFAC6号まで
IASC
（1989）
ASB
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FASB（2000）
SFAC7号まで
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互
独
立
性
キ
ー
概
念
○
資産・負債
×
資産・負債
×
資産・負債
○
資産・負債
×
資産・負債
×
×
利
益
の
定
義
包括利益
稼得利益
の併存
利益＝
収益－費用
業績測定値
利得損失
包括利益
稼得利益の
併存
包括利益
純利益の
併存
測定属性
中立性
○ ○ ○ ◎
混合測定システム
×
現在価値
○
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③ 資産負債アプローチの変容プロセスの時代性を勘案
しながら，IASC（国際会計基準委員会），ASB（英
国会計基準審議会）および ASBJ（日本の企業会計
基準委員会）の各概念フレームワークにおける資産
負債アプローチの捉え方の相違を明らかにする。
④ 資産負債アプローチの概念に影響したと考えられる
諸学説を比較・検討し，それらの理論的性格（規範
論－実在論）について分析を加える。
本論文における最大の目的は，著者によれば，「資産負
債アプローチ」の概念の何がどのように変わったのかとい
う点を明らかにすることにある。
Ⅰ― 2．論文の構成
本論文の構成（と頁配分）は次のとおりである（1章～
6章には「はじめに」と「小括」あり）。
序章（1～5頁）
1．本論文の視点―問題意識―
2．本論文の構成
第Ⅰ部
第 1章 FASB1976年討議資料において想定されていた資
産負債アプローチ（7～44頁）
1．討議資料（1976）を中心とした歴史的経緯
2．財務会計および財務諸表に関する選択的アプローチ
3．資産負債アプローチと収益費用アプローチの相違点
第 2章 資産負債アプローチの概念の変遷過程（45～75
頁）
1．当初想定されていた「資産負債アプローチ」
2．討議資料（1976）に対するコメントレターおよび公
聴会の分析
3．SFACにおける資産負債アプローチの概念の変遷
4．R. N. Anthonyの概念フレームワーク
第Ⅱ部
第 3章 IASC概念フレームワーク（1989年）における資
産負債アプローチの位置づけ（77～89頁）
1．IASC概念フレームワーク作成までの経緯
2．IASC概念フレームワークの概要
3．FASB概念フレームワークとの比較
第 4章 ASB概念フレームワーク（1999年）における資
産負債アプローチの位置づけ（90～107頁）
1．ASB概念フレームワーク作成までの経緯
2．ASB概念フレームワークの概要
3．FASB概念フレームワークとの比較
第 5章 ASBJ概念フレームワーク（2006年）における資
産負債アプローチの位置づけ（108～129頁）
1．ASBJ概念フレームワークの作成までの経緯
2．ASBJ概念フレームワークの特徴
3．資産負債アプローチ・収益費用アプローチと財産
法・損益法との関係
第 6章 FASB1976年討議資料以前の諸学説における類似
概念と資産負債アプローチ（130～146頁）
1．Alexanderによる持分変動アプローチ（equity－
change approach）
2．Hendriksenによる資本維持アプローチ（capital
maintenance approach）
3．討議資料（1976）における「資産負債アプローチ」
概念との比較
終章（147～159頁）
1．総括
2．今後の展望
参考文献（160～170頁）
APPENDIX コメントレターの分析詳細（171～201頁）
Ⅰ― 3．各課題の解明の要点
Ⅰ― 3 ― 1．課題①について（第 1章）
資産負債アプローチは，富の増加の測定を目的とし，資
産・負債をキー概念として財務諸表の構成要素を定義し，
利益を正味資産の変動額として測定する。一方の収益費用
アプローチは，業績の測定を目的とし，収益・費用をキー
概念として財務諸表の構成要素を定義し，利益を収益と費
用の差額として測定する。
討議資料（1976）において想定されていた資産負債アプ
ローチは，財務諸表の連携，したがって複式簿記を前提と
して，発生主義会計を排除しない利益測定アプローチであ
る。加えて，特定の測定属性と自動的に結び付くものでは
なく，したがって原価でも公正価値でも選択しうる（測定
属性中立性）。測定属性として原価を選択した場合には，
実現主義・対応概念・配分概念が適用され得ることにな
る。資産負債アプローチと収益費用アプローチはそれぞれ
が独立して成り立つものであり（相互独立性），両アプ
ローチの併存は討議資料（1976）では想定されていない。
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複式簿記を前提として発生主義会計によった場合には，
両アプローチの認識・測定プロセスは大きく重なり合い，
その部分に関しては，同じ会計処理が異なる視点から説明
されることになる。アプローチの違いから財務諸表項目に
違いが生じ得るが，討議資料（1976）において具体的に示
された相違項目は少なく，わずか 3項目である（①繰延税
金資産と繰延税金負債，②繰延外貨換算損失，③自家保険
引当金）。
討議資料（1976）において想定されていた資産負債アプ
ローチの概念は，収益費用アプローチとの「相互独立性」
および「測定属性中立性」において，今日の通説的ともい
える理解（相互併存および公正価値測定）とは異なってい
た。討議資料（1976）における文言に忠実な解釈から，こ
のように結論づける。
Ⅰ― 3 ― 2．課題②について（第 2章）
討議資料に対するコメントレターと公聴会における意見
の分析を行っている（その詳細は巻末に「APPENDIX コ
メントレターの分析詳細」として掲載）。コメントレター
の圧倒的多数は，収益費用アプローチを支持していた。
それにも関わらず，FASBの概念フレームワーク
（SFAC）として具体化の過程において，特定のアプローチ
を採用する旨の明言がなされたわけではないが，内容的に
見て，収益費用アプローチから，資産負債アプローチへの
移行が行われた。しかも，その資産負債アプローチは，当
初想定されていたものとは，いささか異なった概念へと変
容していった。一連の SFACの公表において一区切りとな
る SFAC6号（1985）までは，「測定属性中立性」は維持さ
れているが，「相互独立性」は後退している。というの
は，SFAC5号（1984）は，基本的には資産負債アプロー
チによって財務諸表の構成要素を定義しつつも，収益費用
アプローチの考え方である「業績」を表す利益 earnings
を報告することを求めている。これは，資産負債アプロー
チの中に収益費用アプローチが「混在」した状態である。
その後，間を置いて公表された SFAC7号（2000）は，
測定属性の 1つである現在価値を扱う。これは，従来の
SFACのテーマが，財務報告の目的，会計情報の質的特
徴，財務諸表の認識・測定や構成要素であったのと比べ
て，明らかに異質である。SFAC7号の公表によって，そ
れまで維持されていた「測定属性中立性」も後退した。
以上により，資産負債アプローチの当初の理論的立場で
ある「相互独立性」と「測定属性中立性」が，一連の
SFACにおいて徐々に後退していったことが明らかにされ
た。
Ⅰ― 3 ― 3．課題③について（第 3章～第 5章）
FASBによる SFACの公表を受けて，各国等においても
概念フレームワークが作成された。それらの概念フレーム
ワークにおいても「資産負債アプローチ」という文言は見
られないが，それらは一般的に，資産負債アプローチを採
用しているといわれている。
検討する各国等の概念フレームワークは，時系列にそっ
て，IASC概念フレームワーク，ASB概念フレームワーク
および ASBJ概念フレームワークである。
IASC概念フレームワーク（1989）は，比較可能なSFAC
6号までの資産負債アプローチの概念と比較した結果，
「測定属性中立性」は維持されているが，「相互独立性」は
後退している点で，両者は共通していた。両者の違いは利
益の定義に表われているが，これは，資産・負債から間接
的に導かれる利益が，業績の測定値であると捉えるか否か
の違いであると見る。
ASB概念フレームワーク（1999）は，比較可能な SFAC
6号までの資産負債アプローチの概念と比較した結果，
SFACでは後退した「相互独立性」を，むしろ堅持する姿
勢を見せる。測定属性に関しては，混合測定システムの採
用を明示していることから，「測定属性中立性」を明確化
していると取れる。ここから，ASB概念フレームワーク
における資産負債アプローチの概念は，FASBの当初の理
論的立場にもっとも近いものであると見る。
ASBJ概念フレームワーク（2006）は，先行する各国等
の概念フレームワークと構成は類似しているが，内容には
大きな特徴がみられる。すなわち，資産と負債の差額（純
資産）の変動として包括利益を定義しながら，それとは別
に純利益および収益と費用を定義している。これは資産負
債アプローチと収益費用アプローチの併存であり，「相互
独立性」は前提とされていない。測定属性に関しては，複
数の測定属性を並列的に列挙して，特定の測定属性に限定
していないため，「測定属性中立性」は維持されている。
この点，ASBJ概念フレームワークは，SFAC7号公表後で
あるにもかかわらず，その影響は受けていない。
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日本には資産負債アプローチ・収益費用アプローチに類
似する財産法・損益法の概念があるが，この概念を主唱し
た岩田巖学説（1956）における財産法・損益法は，企業会
計において相互補完（併存）の関係にある。かかる財産
法・損益法の関係と，日本では両アプローチについて（本
来の相互独立ではなく）相互補完（併存）の関係と捉える
傾向との関連を，著者は指摘する。
Ⅰ― 3 ― 4．課題④について（第 6章）
時代を遡って，討議資料（1976）が「資産負債アプロー
チ」を提起する際に影響を与えた可能性のある二つの学
説―S. S. Alexander（1948）の持分変動アプローチ（eq-
uity―change approach）と E. S. Hendriksen（1965）の資
本維持アプローチ（capital maintenance approach）―を取
り上げ，検討する。
両説とも正味資産の変動額をもって利益測定を行うもの
であり，これは資産負債アプローチと同じである。Alex-
anderの持分変動アプローチは，経済学者の理論であり，
あるべき利益測定アプローチの提唱すなわち規範論的理論
である。この点も，討議資料（1976）の資産負債アプロー
チに通ずる。これに対して，Hendriksenの資本維持アプ
ローチは，取引アプローチと組み合わせて現実の会計慣行
を説明する実在論的理論である。
Ⅰ― 3 ― 5．本論文の結論（終章）
本論文における最大の目的―「資産負債アプローチ」の
概念の何がどのように変わったのかを明らかにすること―
に対する最終的な結論を，著者は次のように要約する。
「相互独立性」と「測定属性中立性」という前提にた
ち，キー概念たる資産・負債によって財務諸表の構成要素
を定義するという，規範論的理論の資産負債アプローチ
が，「相互独立性」と「測定属性中立性」の理論的立場を
後退させ，実在論的理論としての資産負債アプローチに変
容したと考えられる。
Ⅱ．論文の評価
Ⅱ― 1．研究の意義
本論文は，会計学上重要な一つの概念の変化を，いわば
源流（過去）から河口（現在）へと時系列的に辿ること
で，明らかにしようとするものである。すなわち，今日の
国際的な会計基準における利益計算アプローチとして位置
づけられている資産負債アプローチについて，その淵源で
あるといわれる FASB（米国財務会計基準審議会）の討議
資料（1976）を読み解き，その後の概念フレームワークに
おける資産負債アプローチの変容を明らかにすることが本
論文の目的である。
資産負債アプローチに関する国際的な総意が揺らいでい
る中で，会計基準のコンバージェンスの観点からも，会計
基準を支える概念フレームワークの根底にある利益計算ア
プローチを論考することの現代的な意味は大きい。
Ⅱ― 2．論文構成の説得性と研究目的の達成
本論文では上記の問題意識から次の 4つの課題に取り組
んでいる。
① FASBの討議資料において当初想定されていた資産負
債アプローチの概念の解明。
② FASBの一連の概念フレームワークにおける資産負債
アプローチの概念の変容の解明。
③ 上記②を踏まえて，IASC（国際会計基準），ASB（イ
ギリス），ASBJ（日本）の概念フレームワークの比較
と資産負債アプローチの捉え方の相違の解明。
④ 資産負債アプローチの概念に影響したと考えられる諸
学説の比較・検討とその理論的性格（規範論－実在
論）の分析。
本論文の第Ⅰ部は課題の①と②に取り組み，第Ⅱ部は課
題の③と④に取り組んでいる。
第Ⅰ部では，FASBの討議資料（1976）について，討議
資料公表前の歴史的経緯を踏まえながら読み解き，当初の
資産負債アプローチの理論的立場である「相互独立性」と
「測定属性中立性」を明らかにしている。そして，FASB
の概念フレームワークの成立過程において，当初の資産負
債アプローチがどのように変容していったのかを明らかに
している。
第Ⅱ部では，第Ⅰ部での検討結果を受けて，他の国等の
概念フレームワークにおける利益計算アプローチについ
て，「相互独立性」と「測定属性中立性」を中心に比較し
て，類型化を図っている。さらに，諸学説における利益計
算アプローチと比較しながら，その学説等の性格付けとし
て規範論および実在論の視点を加えて，概念フレームワー
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クにおける資産負債アプローチの変容についての見解を述
べている。
第Ⅰ部と第Ⅱ部を通して，討議資料（1976）関連の原資
料および各国等の概念フレームワークに関する資料など多
くの文献資料を詳細かつ多角的に分析している姿勢は，高
く評価できる。とくに，討議資料（1976）のコメントレ
ターおよび公聴会資料の丹念な分析が本論文に説得力を持
たせている。また，各論における検討の結果について多く
の図表をうまく使ってまとめており，論文全体を通して高
い説得性が認められる。
以上，全体として，本論文で意図した研究目的は十分に
達成されたと評価できる。
Ⅱ― 3．残された問題点
本論文の第Ⅱ部（の 5章と 6章）で展開されている，
FASB討議資料（1976）および ASBJ概念フレームワーク
と諸学説における利益計算アプローチとの相互関連性につ
いては，なお検討の余地があると思われる。具体的には次
の 2点である。
FASB討議資料（1976）が「資産負債アプローチ」を提
起する際に影響を与えた可能性のある学説として，S．
S．Alexander（1948）の持分変動アプローチ（equity－
change approach）と E．S．Hendriksen（1965）の資本維
持アプローチ（capital maintenance approach）を本論文は
取り上げている。しかし，FASB討議資料（1976）の「資
産負債アプローチ」への影響が考えられる学説は果たして
この 2学説だけか，これ以外にも存在するのではないか，
なお検討の余地があろう。
日本における概念フレームワーク論に影響を与えたと考
えられる岩田巖学説（1956）の財産法・損益法の概念につ
いて，本論文では，その性格を規範論ではなく実在論（現
実の企業会計を説明する概念であり，相互補完的な関係に
ある）とし，岩田説の文章を直接引用してその論拠として
いる。しかし，岩田説の両概念とくに財産法については，
これを「事実上の利潤」の計算を行うものとしている根底
において，財産法の利潤計算こそ正しいとする規範論的性
格があるのではないか。なお検討を望みたい。
Ⅱ― 4．最終評価
上記の問題点は，本論文の著者に一層の検討を促すもの
であって，先に述べた本論文の評価にとくに影響を及ぼす
ものではない。よって，われわれ審査委員一同は，最終試
験の成績をも併せ考慮した結果，本論文の著者である堀江
優子氏に，専修大学学位規程第 13条第 1項の規定により
博士（商学）の学位を授与することが適当であると判定す
る。
Ⅲ 学位授与要記
一 氏 名 ・ 本 籍 堀江 優子（日本）
二 学 位 の 種 類 博士（商学）
三 学 位 記 番 号 博商甲第十三号
四 学位授与の条件 学位規則第四条第一項該当
五 学位授与の年月日 平成二十三年三月二十二日
六 学 位 論 文 題 目 概念フレームワークにおける資
産負債アプローチの研究
七 審査委員
主査 専修大学商学部 教 授 安藤英義
副査 専修大学商学部 教 授 菱山 淳
副査 専修大学商学部 准教授 国田清志
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